



















































































































































































科目　｝ 金　　額 ［1　科目 1金額
（資産の部） （負債の部）
流動資産 50，054 流動　負債 40，339現　金　・　預　金 3，297 未　　　払　　　金 18，667
未　収　運　賃 910 未払法人税等 1，878未　　　収　　　金 1，769 未払事業税等 475未　収　収　益 205 未　払　費　用 225短期　貸　付　金 40，112 預り連絡運賃 83貯　　　蔵　　　品前　払　費　用 2，703@51 預　　　り　　　金O　受　運　賃
1，218
U36
その他の流動資産 1，256 前　　　受　　　金 12，812
貸倒　引　当　金 △253 賞与　引　当　金 4，234
その他の流動負債 104
固　定資産 284，915固　定　負債 34，190鉄道事業固定資産 204，281 退職給与引当金 34，188その他事業固定資産 15，113 その他の固定負債 1
各事業関連固定資産 21，600
その他の固定資産 76 負債の部合計 74，529建設仮勘定 38，991投　　　資　　　等 4，851 （資本の部）
子　会社株式 1，307投資有価証券 3，301 資　　　本　　　金 9，000長期前払費用 173その他の投資等 69 法定準　備金 250，227資本　準　備金 250，227






















































現　　金　・　預　　金 127，548 1年以内償還社債 289，075
未　　収　　運　　賃 29，027 1年以内返済長期借入金 48，893
未　　　収　　　金 11，382 未　　　　払　　　　金 136，695
未　　収　　収　　益 154 未　払法　人　税　等 42，253
短　期　貸　付　金 59，969 未払事業税等 11，079
貯　　　　蔵　　　　品 26，211 未　　払　　費　　用 19，050
前　　払　　費　　用 348 預　り　連　絡　運　賃 11，121
その他の流動資産 1，538 預　　　　り　　　金 2，897





鉄道事業固定資産 2，663，016 社　　　　　　　　債 2，328，483
その他事業固定資産 285，146 長　期　借　入　金 364，097
各事業関連固定資産 475，460 退職給与引当金 202，287
その他の固定資産 2，684 その他の固定負債 2，876
建　設　仮　勘　定 153，591


























































現　　金　・　預　　金 36，695 1年以内償還社債 29，253
未　　収　　運　　賃 2，138 1年以内に返済するｷ　期　借　入　金 4，726
未　　　収　　　金 2，484 未　　　払　　　金 59，665
未　　収　　収　　益 157 未払法　人　税　等 42，267
短　期　貸　付　金 133，338 未払事業税等 11，250
有　　価　　証　　券 152 未　　払　　費　　用 9，994
貯　　　蔵　　　品 6，763 預　り　連絡運　賃 6，687
前　　払　　費　　用 213 預　　　　り　　　金 1，263
その他の流動資産 125 前　　受　　運　　賃 7，277
貸　倒　引　当　金 △850 その他の流動負債 8，004
固　　定　　資　　産 522，562固　　定　　負　　債 341，309
鉄道事業固定資産 366，841 社　　　　　　　　債 232，521
自動車運送事業固定資産 3，022 長　期　借　入　金 47，176
関連事業固定資産 53，110 退職給与引当金 61，232
各事業関連固定資産 54，056 その他の固定負債 379
その他の固定資産 444
建　設　仮　勘　定 29，566 負　　債　　合　　計 521，700
投　　　資　　　等 15，521 （資本　の　部）
子　会社　株式 7，265 資　　　本　　　金 112，000
投資有価証券 6，814 法　定　準　備　金 53，600
長　期　貸　付　金 45 資本　準　備金 53，500
長期前払費用 975 剰　　　余　　　金 16，581


























































（資産の部） 百万円 （負債の部） 百万円
流　動　資産 191，946流　動　負債 306，230
現　　金　・　預　　金 134，893 1年以内に返済する長期借入金 15，054
未　　収　　運　　賃 22，255 1　年以内償還社債 90，284
未　　　収　　　金 3，151 未　　　　払　　　　金 84，891
未　　収　　収　　益 663 未　払　法　人　税　等 6，095
短　期　貸　付　金 2，488 未　払　事　業　税　等 1，720
貯　　　　蔵　　　品 13，309 未　　　払　　　費　　　用 11，189
前　　払　　費　　用 268 預　　り　連　絡　運　賃 32，334
? その他の流動資産 14，975 預　　　　　り　　　　金 2，524
貸　倒　引　当　金 △58 前　　　受　　　運　　　賃 17，524
1
前　　　　受　　　　金 20，577
固　定資産 1，248，302 前　　　受　　　収　　　益 203
」 鉄道事業固定資産 992，334 賞　　与　　引　　当　　金 16，800
船舶事業固定資産 313 そ　の他の流動負債 7，030
1 自動車事業固定資産 6，740
関連事業固定資産 56，773固定負債 977，001
1 各事業関連固定資産 98，207 社　　　　　　　　　　債 733，462
その他の固定資産 1，145 長　　期　　借　　入　　金 116，702
建　設　仮　勘　定 57，891 退　職　給　与　引　当　金 126，836
投　　　　資　　　　等 34，896


































































































































































































流　　動　　資　　産 62，568 流　　動　　負　　債 42，860
（経営安定基金に属する資産を除く。）
現　　金　　・　預　　金 52，532 未　　　　払　　　　金 23，246
未　　　収　　　運　　　賃 1，349 未　払　法　人　税　等 2，480
未　　　　収　　　　金 1，419 未　払　事　業　税　等 617
未　　　収　　　収　　　益 236 未　　払　　費　　　用 571
貯　　　　蔵　　　　品 2，697 預　　り　連　絡　運　賃 5，770







鉄　道事業固定資産 292，980 退　職　給　与　引　当　金 37，220
その他事業固定資産 6，731 そ　の他の固定負債 107
各事業関連固定資産 18，895




投　資　有　価　証　券 1，514 資　　　本　　　金 16，000
長　期　前　払　費　用 160 法　定　準　備　金 295，394
そ　の　他　の投資等 29 資　　本　　準　　備　　金 295，394
経営　安定基金 387，700
経営安定基金資産 387，700剰　　　余　　　金 905




















































流　動資産 40，616 流　動　負　債 33，750現　　金　・　預　　金 21，622 一年以内返済長期借入金 1β94
未　　収　　運　　賃 16，127 一年以内償還社債 12，620
未　　　　収　　　　金 726 未　　　　払　　　　金 8，946
貯　　　　蔵　　　　品 1，753 未　払　法　人　税　等 4，100




鉄道事業固定資産 121，168 社　　　　　　　　債 61，461各事業関連固定資産 8，478 長　期　借　入　金 10，426その他の固定資産 382 退職給与引当金 36，749建　設　仮　勘　定 1，126投　　　資　　　等 6，733 負　　債　　の　部　計 142，388子　会　社　株　式 138
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































⑥利益配当 ・直前期有配（金銭による利益の配当）・上場後継続して1株あたり5円以上配当の見込み （原則どおり） ・直前期有配・上場後5，000円以上配当→200億円の配当金必要
⑦財務諸表等の
@虚偽記載等
・最近3年間の財務諸表等に「虚偽記載」のないこと・最近1年間の監査意見が「適正」無限定のこと ・最近1年間の財務諸表に「虚偽記
ﾚ」のないこと
⑧株鵡撚行劇倭託す・・と　　　　　　1（原則どおり）　　1
⑨株券株式　1・取引所の定め・株式である・と　　　！（原貝りどおり）　　｝
⑩株式の譲渡制限 ・ないこと（特別の法律に基づく場合はこの限りでな
｢）
・特別の法律に基づく場合として例
O的扱い（外国関係者の株主資格の制限）
記　　　　　事
（注）蝋特儲雛数’ ﾙ薯犠誘蓋繰野寡　　　　　　　　　　所有する株式の総数 資　本　金　　　　7，800億円走{準備金　　　　25，460億円
ｭ行済株式数　　　1，560万株
z　　　面　　　　　　5万円
馨本雍儘　　聡鶴繊産発行済株式数　　　　400万株額　　　面　　　　　5万円
（出所）NIKKEI　NEWSLETTER　ON　BOND＆MONEY　APR　4，1988
（?）
????????
??
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象は3期前から。その際問題となりそうなのは配当金と利益。配当は直前期有配で，1株5円以
上。同時に1株当たり経常利益を3期前と2期前が15円以上，直前期で？0円以上あげなけれぽな
らない。これを満たすために必要な経常利益は62，63年度で600億円，64年度で約800億円計上す
　　　　　　　　る必要がある」と。
　「東日本」の62年度の経常利益は767億円であるからこの基準を越え，「東海」もこれを越えて
いる。東証の上場基準は設立後5年を経過しなけれぽならないため，「東日本」と　「東海」の上
場は，1992年度を目標として準備されるであろう。
　そのさい，清算事業団は「東日本」と「東海」の2社だけでも，4兆円の株式譲渡益を稼ぐと
みられる。第10表にみられるように，「東日本」と「東海」以下の業績の企業であってもその株価
は千円を大きく上回っている（西日本鉄道は例外的に772円）。いま「東日本」と「東海」の株式を額
面5万円株として100万円で放出したとすると，総額4兆2，400億円となり資本金額2，120億円を
控徐した残額4兆280億円が株式譲渡益となる。もし「西日本」も同様な価格で株式を売却でき
たとすれぽ，このうえさらに1兆9，000億円の株式譲渡益が加わることになる。合計5兆9，190億
円の株式譲渡益の取得一このようにして，金融的，会計的術策のチャソピオン日本政府は巨額
の不労所得を手中に収めることとなり，国鉄の分割・民営化のひとつの目的は達成されたことと
なる。
　　　　　　　　　　　　　　　第10表　JR本州3社の株価指標
?????????? ?????? ?
　　　（円）
一株経常利益 ?????
　　（円）
一株利益 ????
　　　（円）
一株純資産
89．　7
139．6
140．1
87．7
76．7
81．0
81．3
78．5
　　　（％）
自己資本利益
率
6．　4
4．2
4．1
6．8
7．6
8．5
9．1
1．3
　　　（円）
株　価（63年
　10月31日）
4，700
1，470
1，790
1，370
　718?
?
?
　　（億円）
資本金額
　217
　479
　648
　772
　170
2，000
1，120
1，000
＊東洋経済新報社「会社四季報」JR各社事業報告書より作成。
おわりに
　JR客・「貨物」7社の初年度決算について，国労（稲田芳朗委員長）は声明を出し「当初予測を上
回る営業利益をあげたこと自体は，国鉄時代の膨大な借金を切り離し，JRにたいする政府の手厚
い援助，全社で1万人を超えるr欠員』，私鉄水準にも達しない現在の労働条件，なりふり構わぬ
関連事業への進出等から，当然予想されたところ」と指摘し，さらに「われわれは，4千7百余
の労働者が就職も決まらないまま，不安な日々を送っていることを忘れるわけにはいかない」と
して，「再就職の確保は，全JRの責任である」「今回のr大幅黒字』によって，’この責任が一層
大きくなった」と雇用問題の早急な解決を要求した，と報じられている（1988年5月31日「赤旗」）。
aO）「目覚めた巨象，　J　Rグループの狙い一JR東日本一」5頁（三菱商事「lnfordia」1987年7月号）。
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　JR各社の初年度の黒字は技巧と欺隔に満ちたものである。しかし同時に，その根元において
はここ十数年来続けられてきた徹底的な人べらしによる労働強化によってえられたものであるこ
とも事実である。これにあわせ，革新的な国鉄労働者に対する差別，選別，弾圧もまたきわめて
きびしいものがあり，JR各社の黒字発表の陰にあるこのような側面を無視することは許されな
いものがある。
　さらに今回の決算発表はJR等7社に限られ，新幹線保有機構その他については未発表のまま
おかれている。とりわけ清算事業団に対しては，その巨大な債務，遊休不動産および4千人を超
す再就職要員が残され，いまなお国鉄時代と変わらない補助金や財政投融資が行なわれている。
　清算事業団は，またJR各社の株式を100％所有する持株会社でもあり，　JR各社を早急に黒字
化することにより，高値でこの株式を売却することを目論んでいる。政府はこの清算事業団の詳
細な経理の公開とあわせ，清算事業団を含めた旧国鉄全体の連結決算を明らかにし国鉄の分割・
　　　　　　　　　　　　　　aD民営化の実態を開示すぺきである。
　清算事業団の所有する土地と株式の売却によって，政府は，不動産・建設業界と，証券・金融業
界に，大きなもうけの機会を与え，他方，国民からは，きわめて高価格につり上げられた土地証
券やJR株式を売却することによって，大きな資本利得（キャピタル・ゲイン）を得ようとしている。
　日本の株式は，他の資本主i義国ではみられない程の高価格によって取引されるに至っている。
株価収益率（1株当り株価を1株当り利益で除算した率）はアメリカ，イギリス等では20倍前後であ
るのに対し，日本では70倍を超えるにいたっている。「株価が上るからさらに株を買う」という
証券市場をあやつるのは野村証券に代表される大証券会社であり，政府と証券会社は癒着しなが
ら，NTT株でぽう大な利得をえ，さらに政府はJR各社の株式の売却によって，大きな譲渡益
を得ようともくろんでいるのである。
　注目されるのは「処理すべき長期債務等の処理」に変化がみられることである。第5表によれ
ぽ，61年10月3日国会提出のものでは「非事業用用地売却収入」は5．9兆円であったものが7．7兆
円と1．8兆円増額され，「出資株式売却取入」も0．7兆円から1．2兆円へ0．5兆円増額され，「国民負
担分」つまり国家財政の負うぺき部分は16．4兆円から13．8兆円へ2．6兆円減少している点である。
　このことは政府と事業団が，用地売却と，JR株式の放出によって，より大きな利益を得るこ
とに自信を深めてきていることを示している。
　それにしても，「国民負担分」が2．6兆円，本当に減少するといってよいのであろうか。
　ここで再び，筆者は，いったい国鉄の分割・民営化とは何であったかを問わねばならない。そ
　れは第1に国鉄の革新的労働者に対する徹底した弾圧，人ぺらし「合理化」であり，
　第2に旧国鉄の所有する土地を放出させることによって，財界のもうけの機会をふやすことで
あり，
　第3にJR各社の株式を売却することにより政府，証券・金融資本を潤すことであり，
（ID新幹線保有機構と清算事業団の決算については，本稿執筆後に入手した『昭和62年度における日本国有鉄
　道の改革に関する施策の状況に関する報告』及び運輸調査局発行「運輸と経済」1988年10月号に開示と担
　当者の解説がなされている。
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　第4にこうして得られた利得によって，政府の財政難を緩和することであった。それは旧国鉄
の職員（退職した人を含め），或はJR各社の職員と国民大衆の大きな負担の下になされ，またな
されようとしていることは余りにも明白な事実として示されつつある。
　最後に付言しておかねばならないことがある。筆者は，かねてから，国鉄は文化でありかつ，
万人が，安く，安全に，快適に，どこにでも移動できる便利な乗物を目ざす途を歩むべきだ，と
考えてきている。
　わが国は世界一の輸出超過国であり，巨額の利潤が，巨大企業の手中に蓄積されるに至ってい
る。内需の拡大は，日本の欠くべからざる基礎構造物の拡充・強化を中心にすえてなされるべき
であり，その資金は巨大企業の獲得する利潤を財源とすることによって捻出可能である。こうし
た点からみれぽ，「国鉄」は地方ローカル線を温存しなければならなかったし，赤字であってよ
かったはずである。国鉄が分割・民営化され，収益主義経営を讃美する風調に警鐘をならしてお
かなけれぽならないのである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1988年10月6目）
